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建設工事に係る内訳書の調査等に関する取扱いについて

令和 ８年 ７月１３日

精華町総務部入札契約室

１ 趣旨

この取扱いは、精華町が発注する建設工事（ただし、除草、剪定

その他建設工事に関する業務を除く。）において、公共工事の入札

及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号

）第１２条に規定する入札金額の内訳書（以下「内訳書」という。

）の調査方法等について必要な事項を定めるものとする。

２ 内訳書記載事項

内訳書には、次の事項を記載するものとする。

（１）工事名、名前又は商号及び代表者名

（２）入札公告時に公表する閲覧設計書に掲げる工事区分、工種、

種別及び細別に対応する数量、単位及び金額（ただし、営繕工

事については、閲覧設計書の工事種別内訳、種目別内訳、科目

別内訳に対応する数量、単位及び金額）

（３）材料費

（４）労務費

（５）法定福利費（現場労働者に関する労災保険料、雇用保険料、

健康保険料（介護保険料を含む。）及び厚生年金保険料（子ど

も・子育て拠出金を含む。）の法定の事業主負担額をいう。）

（６）安全衛生経費（労働安全衛生法令等に基づく労働災害防止対

策に必要な経費をいう。）

（７）建退共掛金（建設業退職金共済制度の掛金をいう。）

３ 労務費ダンピング調査

内訳書に記載された労務費等の適正性の調査（労務費ダンピング

）は、令和８年１０月１日以降に入札公告を行う予定価格が１億円

以上の入札において、次のとおり実施するものとする。

（１）落札候補者（複数ある場合はくじ引きの当選者をいう。以下
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同じ。）から提出された内訳書に記載されている直接工事費が

一定水準を下回る場合、落札候補者に対し、その理由を確認す

る。

（２）（１）の一定水準は、精華町建設工事等における最低制限価

格取扱要領（令和元年８月１日施行）の４最低制限価格の算出

の（１）に規定する額とする。

（３）（１）の確認は、落札決定を保留し、落札候補者から理由書

（別記様式第１号）の提出を求める方法により行う。

（４）落札候補者が理由書の提出を行わない場合又はヒアリングに

応じない場合など、理由を回答しない場合には、精華町契約規

則（平成１５年規則第２８号）第７条の４第１項第１０号及び

精華町工事等競争入札心得第１１条第１項第１４号の規定に該

当するものとし、入札を無効とする。

（５）確認の結果、合理的な回答が得られなかった場合は、落札候

補者に対し、合理的な理由なく労務費を削除してはならない旨

及び適正な賃金を支払わなければならない旨について、労務費

ダンピング調査の結果に基づく要請（別記様式第２号）を通知

するものとする。

（６）（５）の要請を行った場合は、案件毎に、入札金額内訳書調

査票（別記様式第３号）に必要事項を記載した上で、入札公告

文、特記仕様書、設計図書等に関する質問及び回答、金入設計

書並びに落札候補者から提出された内訳書及び理由書を付して

、報告するものとする。

（７）（６）の報告があった場合、国土交通省が設置する建設Ｇメ

ンに通報するものとする。

４ 経過措置

（１）令和８年９月３０日までに入札公告を行う案件については、

２内訳書記載事項の（３）から（７）までの事項について、記

載が無い場合も有効な内訳書として取り扱うものとし、令和８

年１０月１日以降、２内訳書記載事項の（３）から（７）まで

の事項について、記載がない場合は、無効な内訳書として取り

扱うものとする。
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（２）当面の間、３労務費ダンピング調査において、人件費、材料

費、法定福利費、安全衛生経費及び建退共掛金については、記

載の有無のみを確認し、金額の妥当性に関する調査は行わない

ものとする。


